
 

『令和７年度税制改正大綱発表 成長型経済への移行を強調』 
 

 自由民主党および公明党は１２月２０日、「令和７年度税制改正大綱」を発表した。衆議院での令和6 

年度補正予算の採決にあたり国民民主党を含めた３党幹事長合意による、いわゆる１０３万円の壁の１

７８万円への引き上げやガソリン暫定税率廃止は、考え方冒頭の「なお書き」にて、「引き続き、真摯に協

議を行っていく」とされた。大綱では、物価上昇局面における税負担の調整として、基礎控除について

は、合計所得金額が２，３５０万円以下である個人の控除額の１０万円引き上げ、および給与所得控除に

ついては５５万円の最低保障額を６５万円に引き上げるとしている。また大学生年代に関する新たな特

別所得控除を創設し、人手不足等に向けた就業調整に対応する。 

 スタートアップへの投資促進として、譲渡益発生年に遡って投資額に相当する金額を譲渡益から控

除する繰り戻し還付制度を創設。中小企業経営強化税制の拡充。

貯蓄から投資の流れを加速するため、ＮＩＳＡの積み立て投資枠

についてＥＴＦの最小取引単位を見直し、ⅰＤｅＣＯの拠出限度額

についての「穴埋め型」による引上げを実施する。また、子育て世

帯等に対する住宅ローン控除や住宅リフォーム税制、生命保険

料控除の拡充を挙げている。 
 

『税制改正で年末調整が複雑に 「１０３万円の壁」問題の結末』 
 

 １２月２０日、令和７年度税制改正大綱が発表された。注目すべきは基礎控除・給与所得控除などの改

正だ。かねてより与党と国民民主党とで協議されてきた「１０３万円の壁」の合意内容が反映された形だ。

ポイントは次の３つとなる。 

 まず基礎控除だ。控除額が４８万円から５８万円に引き上げられる。しかし所得額が２,３５０万円を超え

ると控除額は逓減し、２,５００万円超で０円となる。また、住民税の基礎控除額は４３万円のままだ。 

 次に給与所得控除だ。現行の最低保証額がプラス１０万円の６５万円となる。必要経費の特例の金額

も６５万円となるが、青色申告の特別控除額はなんら変更がない。 

 最後に特定親族特別控除だ。これは新設の制度である。大学生など、特

定扶養控除の対象となる親族等が所得額４８万円以上稼いでいても一

定額は所得から差し引けるようにするものだ。ただし親族の所得額に応じ

て控除額も細かく変わる。 

 課税の公平と国民への配慮でなされた改正だが、これにより来年、年末

調整の複雑な用紙が１つ増える。すでに難解になっているにもかかわら

ず、だ。税の三原則の１つに「簡素」があるが、為政者側は失念してしまっ

たのかもしれない。 
 

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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